
川崎市 健康福祉局 長寿社会部

高齢者事業推進課 事業者指導係

令和３年度 第１回
川崎市指定介護保険事業者

集団指導講習会

【条例改正概要】

認知症ＧＨの改正内容について



★この動画での説明する項目

１．運営推進会議を活用した外部評価について

２．計画作成担当者の配置基準の緩和
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● 運営推進会議を活用した外部評価について



川崎市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及
び運営の基準等に関する条例第１１８条第８項

指定認知症対応型共同生活介護事業者は、自らその提供す
る指定認知症対応型共同生活介護の質の評価を行うととも
に、定期的に次に掲げるいずれかの評価を受けて、それらの
結果を公表し、常にその改善を図らなければならない。

(１) 外部の者による評価

(２) 第129条において準用する第60条の17第１項に規定す

る運営推進会議における評価（新設）

● 運営推進会議を活用した外部評価について ②

※引き続き従前の方法による外部評価も可能です。



実施方法は下記の通知等を御確認くだ
さい。

◯「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基
準」第97 条第７項等に規定する自己評価・外部評価の実施等について（平
成18 年10 月17 日老計発第1017001 号）

◯指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準
第３条の37第１項に定める介護・医療連携推進会議、第85条第１項
（第182条第１項において準用する場合を含む。）に規定する運営推進会議
を活用した評価の実施等について（平成27年３月27日老振発0327
第４号、老老発0327第１号）（



● 本市ホームページの掲載場所

○ホームページの掲載場所

『川崎市トップページ』⇒『くらし・手続き』 ⇒ 『福祉・介護』 ⇒ 『高齢者・
介護保険』 ⇒ 『介護保険制度』 ⇒ 『ダウンロード』⇒ 『【事業者向け】外
部評価・自己評価』

「外部評価」
と検索する



● 外部機関を利用した外部評価についての注意事項
今年度から外部評価の実施回数緩和申請の期限が当該年度の６月末までと
なっています。次年度以降も同様の予定ですので、御注意ください。
Ex.)令和３年度の緩和を申請する場合⇒ 令和３年６月３０日までに申請
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● 計画作成担当者の配置基準の緩和



川崎市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及
び運営の基準等に関する条例第１１１条第５項

指定認知症対応型共同生活介護事業者は、指定認知症対
応型共同生活介護事業所ごとに、保健医療サービス又は福
祉サービスの利用に係る計画の作成に関し知識及び経験を
有する者であって第119条第３項に規定する認知症対応型共
同生活介護計画の作成を担当させるのに適当と認められる
ものを専らその職務に従事する計画作成担当者としなければ
ならない。ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、当該
指定認知症対応型共同生活介護事業所における他の職務
に従事することができる。

● 計画作成担当者の配置基準の緩和 ②



指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービ
スに関する基準について（厚生労働省 解釈通知）

③ 計画作成担当者 （抜粋）

イ 計画作成担当者は、指定認知症対応型共同生活介護事業所に１人以上置

かなければならない。

ロ 計画作成担当者を１人配置する事業所にあっては、当該計画作成担当者

は介護支援専門員をもって充てなければならない。

ハ 計画作成担当者を１を超えて配置する事業所にあっては、計画作成担当者

のうち少なくとも１人は介護支援専門員をもって充てなければならない。

ニ 前記ハの介護支援専門員は、介護支援専門員でない他の計画作成担当者

の業務を監督するものとする。

● 計画作成担当者の配置基準の緩和 ③

「第３ 地域密着型サービス」の「五 認知症対応型共同生活介護」



以上で終了です。

御清聴ありがとうございました。


